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情報セキュリティ及びプライバシーに関する作業部会(WPISP) 2013
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OECDのインターネット利用環境整備に関係する研究

『エビデンスに基づく
インターネット青少年
保護政策』
齋藤長行 著
2018年12月出版

『サイバーリスクから
子どもを守る』
経済協力開発機構
（OECD）編著
齋藤長行 著・訳
新垣円 訳
2016年2月出版

Saito(2015).“Internet
Literacy in Japan”,
OECD Publishing
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OECD (2012). "The 
Protection of Children 
Online", OECD Publishing

総務省
青少年がインターネッ
トを安全に安心して活
用するためのリテラ
シー指標等に係る調査
（ILAS）

https://www.amazon.co.jp/s/ref=nb_sb_noss_1?__mk_ja_JP=%E3%82%AB%E3%82%BF%E3%82%AB%E3%83%8A&url=search-alias%3Dstripbooks&field-keywords=%E9%BD%8B%E8%97%A4%E9%95%B7%E8%A1%8C
https://www.amazon.co.jp/s/ref=nb_sb_noss_1?__mk_ja_JP=%E3%82%AB%E3%82%BF%E3%82%AB%E3%83%8A&url=search-alias%3Dstripbooks&field-keywords=%E9%BD%8B%E8%97%A4%E9%95%B7%E8%A1%8C


「OECDオンライン上の子どもの保護勧告」の改定
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インターネット青少年保護勧告
• OECD（2011）
• 社会として、インターネット環境において弱者の立場にある青

少年を保護し、彼らがインターネット上で自由に自分を表現で
きる利用環境を確保する必要があると言える。

• この様な状況を鑑み、OECDは国際社会に向けた青少年保護の
勧告として「インターネット青少年保護勧告（2012 OECD 
Council Recommendation on the Protection of Children 
Online）（以下：OECD勧告）」を発した。
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OECD勧告の要点
• OECD勧告は、1989 年の「国際連合子どもの権利条約（United 

Nation Convention on the Rights of the Child）」にならい、すべて
のステークホルダーは安全なインターネット環境を構築し、青少年
が責任あるデジタル市民となるよう教育するという原則を含んでい
る。

• さらに、インターネット上で青少年を守るために政府が公共政策と
して、次の3つの政策課題について焦点を当てている。

• エビデンスに基づく政策形成アプローチをとる必要があること
• 政策協調を促すための調整を図る
• 国際協力のために国内政策の効率性と処理能力を上げ、一貫性と妥当性を確

保することである。
• OECD勧告では、インターネットを利用する青少年の保護を講じる

ための国際的な政策課題の一つとして、国際協力の基盤を構築し、
国境を超えるインターネットのリスクに対処することがあげられて
いる。
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OECD勧告と日本の青少年保護政策との関係
• 内閣府の第2次青少年インターネット環境整備基本計画におい

て、OECD勧告との連携について言及。
• 国境を越えて情報を発信・閲覧することができるインターネットの特

性 にかんがみ、国際的な機関や関係国間の会議等に参画し、日本の取
組について積極的に情報発信する。

• 各国の取組に関する情報交換を進める。
• 関係府省で連携し、継続的に対応。

• 第3次、第4次基本計画
• 国際機関等において策定された指針等やこれらに基づく民間主導の実

効的な青少年保護に係る取組に関する情報提 供等の支援を行うなど、
国際的な連携を目指した取組を推進する。
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近年の考慮すべき問題へのOECDの意識

不適切な
使用

デジタル
技術の複
雑化 こどもの

データの商
業利用

COVID-
19パンデ
ミック

子どもたち
のプライバ
シーへの関
心の高まり

断片的な
法的・政
策的対応

リスク性
質の変化

デジタル
サービス プ
ロバイダー
の責務

出所：OECD (2021). "recommendation on children in the digital environment" 10
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出所：OECD (2021). “recommendation on children in the digital environment”に加筆 11
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OECDの専門家会議 2018
チューリッヒ大学講堂にて

12



OECDの専門家会議 2020～
コロナパンデミック以降は、オンラインで開催
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改定勧告に関連するレポート

https://doi.org/10.1787/9e0e49a9-
en

https://doi.org/10.1787/9b8f222e-
en 14

https://doi.org/10.1787/9e0e49a9-en
https://doi.org/10.1787/9b8f222e-en
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「デジタル環境の子どもに関する OECD勧告」
The Recommendation is available at the OECD’s Legal 
Compendium or through a dedicated webpage on the 
OECD’s work on Children in the Digital Environment  
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https://legalinstruments.oecd.org/en/instruments/OECD-LEGAL-0389
https://www.oecd.org/digital/ieconomy/protecting-children-online.htm


改定OECD勧告の普及に向けた連携

• 2021年4月に英国で開催されたG７
• 「G7デジタル・技術大臣会合」において、

OECDの改定勧告が協議の基となり、「G７イン
ターネット安全性原則（G7 Internet Safety 
Principles)」の承認に寄与

• 2021年8月にイタリアで開催されたG20
• OECDの改定勧告を踏まえて、「デジタル環境
における子どもの保護とエンパワーメントのた
めのG20ハイレベル原則（G20 HIGH LEVEL 
PRINCIPLES FOR CHILDREN PROTECTION 
AND EMPOWERMENT IN THE DIGITAL 
ENVIRONMENT）」が策定 16出典：Governo Italiano HP

出典：Gov.UK HP



「デジタル環境の子どもに関する OECD勧告」
の構造
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デジタル環境の子どもに関する OECD勧告

セクション 安全で有益なデジタル環境
の原則 包括的な政策枠組み 国際協力

サブセクション

基本的価値 リーダーシップとコミット
メント 国際ネットワークの推進

エンパワーメントと回復力 法律 情報の共有

バランスと人権の尊重 デジタルリテラシー 地域的および国際的な能
力開発を支援

適切性とインクルージョン エビデンスに基づく政策 国際機関との良好な協調
を確保図る

責任、協力、積極的な関与
の共有

チャイルドセーフティ・バ
イデザイン
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改定OECD勧告の構造
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出所：OECD (2021). "recommendation on children in the digital environment"



子どもにとって安全で有益なデジタル環境に
関する原則
• II.  この勧告を支持する加盟国および非加盟国（以下「支持

者」）は、子どもにとって安全で有益なデジタル環境のために
以下の原則を推進および実装するとともに、全ての関係者に対
して、それらの役割に応じて、同様の促進および実装を呼びか
けることを勧告する。

• 1.基本的な価値観
• 当事者は、デジタル環境への子どもたちの参加、又は取組に関するす

べての活動において、次のことを行う必要がある。
• a）主な考慮事項として子どもの最善の利益を支持する。
• b）デジタル環境において子どもの権利をどのように保護および尊重できるかを

特定し、そのための適切な措置を講じる。
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包括的な政策の枠組み
• 3. 特に次の方法で、デジタル環境における子どもたちの要求を

満たすための不可欠な方策として、デジタルリテラシーを促進
する。

• a）子どもの年齢、成熟度、状況に応じてデジタルリスクのカテゴリを
明確にし、公衆に知らしめるために使用する用語を統一する。

• b）以下において子どもたちを支援する
• i. 個人のデータがどのように収集、開示、利用可能となり、またはその他の方法

で使用されることを理解する。
• ii. 誤った情報や偽情報に対処する際の回復力を高めるために、情報を批判的に検
討し、評価する。 そして

• iii. 利用規約、ユーザーの救済および緩和作用、およびこれらを使用して有害な
コンテンツにフラグを付けて報告する方法を理解する。

• c）子どものデジタルリテラシーとスキルの進化を定期的に測定する。
20



包括的な政策の枠組み
• 4. 特に次の方法で、デジタル環境において子どもたちをサポー

トするためのエビデンスに基づく政策を採用する。

• a）法律および政策の定期的な影響評価を実施し、それらが適切である
ことを確認する。

• b）子どもとデジタル環境に関連する使用、態度、利益、およびリスク
に関する研究を奨励および支援する。

• c）エビデンスを共有および策定するために、企業、学界、市民社会を
含むすべての利害関係者との調整を図る。 そして

• d）子どものプライバシー保護、データの最小化、目的制限等のデータ
保護の原則に従って、責任を持って調査が確実に行われるように努め
ること。
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包括的な政策の枠組み
• 5. デザインによる年齢に適した子どもの安全（age-

appropriate child safety by design）を提供する措置の採用
を特に以下の方策によって促進する。

• a）子どもたちの年齢、成熟度、状況を考慮して、彼らに不適切なコン
テンツとのコンタクトとアクセスを制限できる、プライバシー保護、
相互運用可能でユーザーフレンドリーな技術に関する研究、開発、採
用の促進。 そして

• b）そのような技術の設計により、信頼性、品質、操作性の良さ、プラ
イバシーに関する明確な情報をすべての利害関係者に提供する。
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リスクタイポロジーの概説
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OECDのリスクタイポロジー

24出所：OECD (2021). “Children in the digital environment Revised typology of risks"
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「デジタルサービスプロバイダーに向けた
OECDガイドライン」の概説
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• 安全性を考慮した製品の設計、導入、運用チャイルドセーフティー・バ
イデザイン

• 子どもたちの情報へのアクセスを可能にし、明確で子
どもが理解できる言葉を使用する情報の提供と透明性

• 子供に危害を加える可能性のある方法で
データを使用しない

プライバシー、データ保護、
商用利用

• 子どもの最善の利益を促進するための方針
と手順を用意する

ガバナンスと説明責任

26

デジタルサービスプロバイダー向けのガイドラインの概要

デジタルサービスプロバイダーは、子どもたちに安全で有益
なデジタル環境を提供する上で重要な役割を果たす

子どもに影響を与える可能性のある際のデジタル サービス プ
ロバイダー向けのガイダンス

出所：OECD (2021). "recommendation on children in the digital environment" 26



デジタルサービスプロバイダー向けのガイドライン
• １：デザインによる子どもの安全

• 子ども向けのサービス、または子どもがアクセスまたは使用することが道理
的に予測できるサービスを設計および提供する場合において、デジタルサー
ビスプロバイダーは予防的アプローチを取り、この目的を達成する必要があ
る。

• a）リスクに対処するための設計による安全アプローチの採用を含む、製品および
サービスの設計・開発・展開・運用を通じて、子どもに安全で有益なデジタル環境を
提供することに十分に配慮する。

• b）子どもがアクセスしてはならないサービスやコンテンツにアクセスできないよう
にするために必要な措置を定期的に講じ、子どもたちの健康と幸福に悪影響を及ぼし
たり、権利を損なう恐れがある場合は、これらの措置の有効性を継続的に検証し、必
要に応じてそれらを改善する。

• c）技術の変化、使用の仕方の変化、およびその結果としての子どもへのリスクの変
化を考慮に入れ、その実践を定期的に点検および更新する。

• d）法律または政策により、特定の年齢未満の子どもがサービスにアクセスするのを
防ぐために年齢に基づく制限を設けることが義務付けられている場合は、リスクとプ
ライバシー保護に比例した制限を設け遵守されなければならない。
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デジタルサービスプロバイダー向けのガイドライン

• ２：情報の提供と透明性

• 子どもとその親、保護者に対して子ども向けのサービスに関する情報
を提供する場合、または子どもがアクセスまたは使用することが合理
的に予見できる場合、デジタルサービスプロバイダーは、簡潔でわか
りやすく、容易にアクセスでき、明確で理解しやすく、年齢に適した
言葉で記述された情報を提供する必要がある。
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デジタルサービスプロバイダー向けのガイドライン
• ３：プライバシー、データ保護、および商用利用

• 子ども向けのデジタルサービスを提供する場合、または子どもがそれらにア
クセスまたは使用し、個人データを収集、処理、共有、および使用すること
が合理的に予見できる場合、デジタルサービスプロバイダーは次のことを行
う必要がある。

• a）子ども、親、保護者に対して、個人データの収集、開示、利用する方法について、
簡潔でわかりやすく、簡単にアクセスでき、明確で年齢に適した言葉で記述されてい
る情報を提供する。

• b）個人データの収集及びその後の第三者による使用または開示は、子どもの最善の
利益のためのサービスの提供を達成することのために限定する。

• c）エビデンスが子どもたちの幸福に有害であると示す方法では、彼らのデータを使
用しない。 そして

• d）やむを得ない理由がない限り、そして子どもを有害な影響から保護するための適
切な対策が講じられていない限り、eラーニングプラットフォームを含め、子どもの
プロファイリングや自動意思決定を許可しない。
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デジタルサービスプロバイダー向けのガイドライン

• ３：ガバナンスとアカウンタビリティ

• デジタルサービスプロバイダーは、サービスにアクセスするすべての
子どもたちの最善の利益を促進するための方策と手順を整備する必要
がある。

• デジタルサービスプロバイダーは、デジタル環境における子どもの権
利を保護するために実施されている自国の政策、規制、または法律へ
の遵守を実証できる必要がある。
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これからのILASに向けて
改定OECD勧告から得られる示唆
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これからのILASに向けて
改定OECD勧告から得られる示唆
• 子どもにとって安全で有益なデジタル環境の整備を目指す。

• 主な考慮事項として子どもの最善の利益を支持する。

• デジタル環境において子どもの権利をどのように保護および尊
重できるかを特定し、そのための適切な措置を講じる。
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• 子どもたちにインターネットリテラシーを身に着けさせ、回復
力を醸成し、バランスの取れた保護を実現できるデジタル環境
を創りを目指す。

• 子どもの能力は年齢、成熟度、状況によって異なり、デジタル
環境での子どもに対する取組や政策は年齢・発達に対応するよ
うに調整することが必要。

• 子どものプライバシーを保護し、子どもの個人データを保護す
ることは、子どもの幸福と自律性、およびデジタル環境におけ
る彼らの要求を満たすために不可欠であることを認識する。
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これからのILASに向けて
改定OECD勧告から得られる示唆



• 政府は、子たちたちがデジタルテクノロジーに対して自信を
持った有能なユーザーとなり、回復力を育み、害を減らし、デ
ザインにより安全なデジタル環境を確立できることを可能にす
る政策と規制が必要。

• 子どもたちに安全で有益なデジタル環境を提供する上で、デジ
タルサービスプロバイダーが重要な役割を担っている。

34

これからのILASに向けて
改定OECD勧告から得られる示唆
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